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人 事 委 員 会 規 則 

 管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月２日 

鳥取県人事委員会委員長 小  松  哲  也   

鳥取県人事委員会規則第１号 

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

管理職手当に関する規則（昭和33年鳥取県人事委員会規則第22号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表第１（第２条関係） 

組織 職 区分 

 略 

警察 警察本部   略 

課長 

監査官 

物品契約官 

企画官 

安全衛生官 

監察官 

隊長（組織犯罪対策

課の隊長を除く。） 

所長 

室長 

センター長 

場長 

広報官 

首席師範 

人身安全対策官 

管理官（重要知能犯

罪対策担当の管理官

を除き、人事委員会

が承認したものに限

る。） 

３種 

管理官（重要知能犯

罪対策担当の管理官

を除く。） 

４種 

 略 

 略 
 

別表第１（第２条関係） 

組織 職 区分 

 略 

警察 警察本部   略 

課長 

監査官 

物品契約官 

企画官 

安全衛生官 

監察官 

隊長（組織犯罪対策

課の隊長を除く。） 

所長 

室長 

センター長 

場長 

広報官 

首席師範 

人身安全対策官 

管理官（人事委員会

が承認したものに限

る。） 

３種 

管理官 ４種 

 略 

 略 
 

  

   附 則 

 この規則は、令和３年３月29日から施行する。 
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 職員の勤務時間、休暇等に関する規則及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

  令和３年３月２日 

鳥取県人事委員会委員長 小  松  哲  也   

鳥取県人事委員会規則第２号 

   職員の勤務時間、休暇等に関する規則及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正

する規則 

 

（職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（特別休暇） 

第16条 条例第16条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。 

（特別休暇） 

第16条 条例第16条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。 

 略 

(12)の３ 15歳に達する日以後

の最初の３月31日までの間に

ある子（配偶者の子を含む。

以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病

にかかったその子の世話又は

疾病の予防を図るために必要

なものとして人事委員会が定

めるその子の世話を行うこと

をいう。）のため、又はその

子に児童福祉法第６条の２の

２第２項に規定する児童発達

支援若しくは同条第３項に規

定する医療型児童発達支援を

受けさせるため勤務しないこ

とが相当であると認められる

場合 

一の年におい

て５日（その

養育する15歳

に達する日以

後の最初の３

月31日までの

間にある子が

２人以上の場

合 に あ っ て

は、10日）を

超えない範囲

内でその都度

必要と認める

期間 

 略 
 

 略 

(12)の３ 15歳に達する日以後

の最初の３月31日までの間に

ある子（配偶者の子を含む。

以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病

にかかったその子の世話又は

疾病の予防を図るために必要

なものとして人事委員会が定

めるその子の世話を行うこと

をいう。）のため勤務しない

ことが相当であると認められ

る場合 

 

 

 

 

 

一の年におい

て５日（その

養育する15歳

に達する日以

後の最初の３

月31日までの

間にある子が

２人以上の場

合 に あ っ て

は、10日）を

超えない範囲

内でその都度

必要と認める

期間 

 略 
 

  

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正） 

第２条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号）の一部を次

のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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（特別休暇） 

第15条 条例第14条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。 

（特別休暇） 

第15条 条例第14条第１項の人事委員会規則で定め

る場合は、次の表の左欄に掲げる場合とし、同条

第２項の人事委員会規則で定める期間は、同表の

右欄に掲げる期間とする。 

略 

(12)の３ 15歳に達する日以後

の最初の３月31日までの間に

ある子（配偶者の子を含む。

以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病

にかかったその子の世話又は

疾病の予防を図るために必要

なものとして人事委員会が定

めるその子の世話を行うこと

をいう。）のため、又はその

子に児童福祉法第６条の２の

２第２項に規定する児童発達

支援若しくは同条第３項に規

定する医療型児童発達支援を

受けさせるため勤務しないこ

とが相当であると認められる

場合 

一の年におい

て５日（その

養育する15歳

に達する日以

後の最初の３

月31日までの

間にある子が

２人以上の場

合 に あ っ て

は、10日）を

超えない範囲

内でその都度

必要と認める

期間 

略 

略 

(12)の３ 15歳に達する日以後

の最初の３月31日までの間に

ある子（配偶者の子を含む。

以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病

にかかったその子の世話又は

疾病の予防を図るために必要

なものとして人事委員会が定

めるその子の世話を行うこと

をいう。）のため勤務しない

ことが相当であると認められ

る場合

一の年におい

て５日（その

養育する15歳

に達する日以

後の最初の３

月31日までの

間にある子が

２人以上の場

合 に あ っ て

は、10日）を

超えない範囲

内でその都度

必要と認める

期間 

略 

  附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 


